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 第４章 千葉県 6市を対象とした WEB調査の実施と基礎分析 
――原発への意識、有機野菜の消費と多変量解析 
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１ 千葉県 6市を対象とした WEB調査の実施 
1.1 予備調査としての WEB調査 
 （本報告書のプロジェクト研究に関連して）千葉エリアの産直や産消提携の実態を明ら
かにするための調査票調査が計画されている。その下準備として、2016年 9月に千葉県 6
市を対象とした WEB調査が実施された。本章では、この予備調査の実施概要と基礎分析を
紹介する。 
 ここでいう WEB調査とは、インターネット調査会社の募集に自発的に応じたモニタ （ーア
クセスパネル）から、対象者を抽出し行われる調査を指す。このような形式はクローズド
型のインターネット調査といい、モニター属性による偏りや目標回収数に達すると調査を
打ち切るという点で、回収率の提示が可能な無作為抽出標本の調査票調査とは大きく異な
る（轟・杉野 2013）。よって、このような調査方法から得られた知見、例えば比率や割合
であらわされるような変数の分布を一般化することは適切ではない。 
 しかし轟亮・歸山亜紀（2014）によると、多変量解析によって明らかにされた変数間の
関連は周辺分布の影響を受けにくく、WEB 調査であっても無作為抽出標本の調査と類似す
ることもあり得るという。轟らは、地点の割り当て、地点内人数の割り当て、標本の大き
さ等を既存の無作為抽出標本の調査票調査（SSPI2010）と外形的に等しくした WEB調査を
実施し、多変量解析の結果を比較した。そして、結果の類似性を確認し、変数間の関連と
いう社会調査の主たる関心事を明らかにする場合の予備調査として、WEB 調査に可能性を
見出している。 
 私たちが計画している調査票調査は、千葉エリアで産直、産消提携を利用しているのは
どのような人びとか？をリサーチクエスチョンとしている。つまり、産直、産消提携の（利
用の分布ではなく）利用と他の変数との関連性を明らかにすることを目的としており、そ
のための予備調査として WEB調査を実施し分析することには意義があると考える。 
 以下では、はじめに予備調査として行った WEB調査の実施概要を説明する（1.2）。そし
て、原発への意識と有機野菜の消費についての多変量解析の結果を、先行研究のものと比
較し、予備調査の「精度」を確認する（2.1、2.2）。そして計画している無作為抽出標本の
調査票調査のおもな問題関心である、千葉エリアの産直・産消提携の利用実態について予
備調査の分析を行う（3）。 
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 1.2 実施概要 
 予備調査は 2016年 9月にインターネット調査会社のアクセスパネルを用いて行われた。
モニターの登録情報から、千葉県 6市（市川市、船橋市、成田市、佐倉市、習志野市、柏
市）在住者を対象とした。これらの地域は、千葉エリアにおける産直、産消提携の消費層
が在住していることで知られている。対象市在住のモニターに調査への協力をはたらきか
け、目標回収数 520に達するまで回収を続けた。ただし、性別（男性・女性）と年齢（20
代・30 代・40 代・50 代・60 代）により対象者の割り当てを行った。つまり 2×5 の各 10
グループが 52名に達するまで回収を続けた。市の人口規模による割り当ては行っていない。
また、各グループの標本の大きさは等しいが、これも実際の母集団を反映しているわけで
はない。あくまで多様な属性を標本として拾おうと計画されたものである。 
表 1は、WEB調査の市ごとの回答者数と、各市の 2016年 9月の住民基本台帳に記載され
た人口を示している。また回答者数、公表人口ともに、6 市の総計に占める比率も示して
いる。比率を比較すると、市の人口規模による割り当ては行っていないが、おおむねどの
市も台帳の人口に比例した回答者数となっていることがわかる。そのなかでも船橋市と成
田市は各比率が多少乖離している。もっとも人口の多い船橋市が台帳の人口比率よりも
3.5％ポイント回答者数が多く、人口の少ない成田市が 2.9％ポイント少ない。WEB調査の
対象は 20代から 60代であるため、高齢化した（70代以上が多い）地域ほど、台帳人口と
比べて回答者数の比率は小さくなる。また、WEB 調査では、回答者が高学歴、専門・技術
職、進歩的な意識の持ち主に偏ることが知られている（本多 2005; 前田・大隅 2006）。こ
れらの特徴は都市部に偏っていることが予想され、回答者数の差に反映されているのかも
しれない。 
 
表 1 各市の WEB調査の回答者数と住民基本台帳の人口 
 
回答者数 比率 人口 比率
市川市 134 25.8% 480,570 24.0%
船橋市 182 35.0% 630,349 31.5%
成田市 19 3.7% 132,212 6.6%
佐倉市 38 7.3% 176,836 8.8%
習志野市 44 8.5% 171,306 8.6%
柏市 103 19.8% 412,127 20.6%
合計 520 100.0% 2,003,400 100.0%
*人口は、各市役所のHPで公表されている住民基本台帳にもとづいた人口である。佐倉
市については、人口の出所の明確な記載を見つけることはできなかったが、外国人住民
を含んでいることからも住民基本台帳にもとづいた人口と思われる（各HPとも2017年1
月25日に閲覧）。
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 ２ 多変量解析の結果の比較 
 この節では、私たちの予備調査の「精度」を検討する。方法としては、いくつかの項目
の規定要因について、既存の無作為抽出標本の調査票調査の多変量解析の結果と、予備調
査の結果を比較しその類似性をみる。具体的には、轟・歸山（2014）にならい、回帰係数
の正負の向きや有意性検定の結果が一致するかどうかに注目する。轟らは、回答方法の違
い（面接法か WEB調査か）を除き、ワーディングはもちろん標本の大きさから地点（モニ
ターの住所情報を利用）や標本の割り当てまで、可能な限りそろえた比較を行っている。
一方、私たちの予備調査は、千葉エリアの産直や産消提携の利用実態を知ることが第 1の
目的であり、「精度」の検討を第 1の目的として行われたものではない。そのため、回答方
法の他にも先行研究の調査票調査と多くの異なりをもつ。あくまで周辺分布の影響を受け
にくい多変量解析の結果が、先行研究の多変量解析から導かれた知見とどれだけ矛盾ない
かをとおし、予備調査の「精度」の検討とする。なお、以下の分析に使用する変数の基礎
統計量は、章末資料に掲載している。 
 
2.1 原発への意識 
 はじめに原発への意識についての多変量解析を行う。知見を比較する先行研究は、日本
版総合調査（JGSS-2012）を用いた岩井紀子・宍戸邦章（2013）である。JGSS-2012は、2012
年 2-4月に全国 20-89歳の男女を対象に、層化二段無作為抽出法で実施された。岩井らは、
福島原発事故 1年後のこの調査において、原発を廃止すべきか否かの 2値変数を従属変数
としたロジスティック回帰分析を行い、原発への意識の規定要因を明らかにしている。廃
止すべきという意見が 5％水準で有意に多いのは、女性、大学卒（高校卒との比較）、自民
党と民主党以外の政党支持者（支持なしとの比較）、無職者（農林漁業以外に従事している
者との比較）であった。逆に廃止すべきという意見が有意に少ないのは、男性、20代と 30
代（50代との比較）、近畿在住（中部在住との比較）、自民党支持（支持なしとの比較）と
報告されている。また、原発の近くに住んでいる場合、地震発生リスク認知が高いほど全
廃を支持し、認知が低いほど維持を支持する傾向にある。そして原発から遠のくほど、認
知の違いが意見の違いに及ぼす影響は小さくなるという交互作用効果が報告されている。 
 予備調査において、先行研究の多変量解析から得られた知見との類似性を検討する項目
は、「一般的にいって、原子力発電は危険だ」（選択肢は「そう思う」から「そう思わない」
の 5 件法）である。予備調査は、JGSS-2012 と異なり対象地域は限定的であり、職種や支
持政党、原発からの距離や地震発生リスク認知などの質問はない。このように使用する操
作変数は先行研究と完全に等しくはないが、多変量解析の結果から導かれた知見が理論的
に矛盾ないかは確認可能と考える。 
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 表 2「一般的にいって、原子力発電は危険だ」を従属変数とした重回帰分析 
 
 
 表 2は、「一般的にいって、原子力発電は危険だ」を従属変数とした重回帰分析の結果で
ある。従属変数は、意見に賛同するほど高得点になるようにした。さらに、私たちの予備
調査で知見の整合性を検討できる 7つの独立変数を回帰分析のモデルに加えた。 
男性、若年ほど原発を危険視しないというのは、先行研究の知見と一致する。政治意識
についても、自民党・民主党支持を政治的「保守」または「中間」、支持なしを「中間」と
みなせば、それらと比較し「革新」と考える者ほど原発を危険視するという知見も矛盾し
ない。また、世帯収入や家族形態が規定要因として有意でない点も先行研究と矛盾しない。 
一方、学歴と職業が有意でない点は先行研究の知見と異なる。高学歴ほど、または無職
ほど原発に否定的であるという知見は、予備調査からは得られなかった。1.2 で述べたと
おり、WEB 調査の標本は学歴や職業が偏ることは知られているが、そのような偏りが先行
研究との知見の不一致をもたらしたかどうかの判断はここでは難しい。いずれにせよ、独
立変数 7つのうち 5つが先行研究の知見と整合的である点、整合的でない学歴、職業も回
帰係数の正負が逆で有意になるような極端な矛盾ではない点から、原発への意識について
予備調査の「精度」はある程度担保されていると考える。 
 
 
独立変数 B S.E.
(定数) -2.848 0.263 **
女性（ref  男性） 0.362 0.116 **
30代（ref  20代） 0.370 0.157 *
40代（ref  20代） 0.471 0.166 **
50代（ref  20代） 0.351 0.170 *
60代（ref  20代） 0.486 0.194 *
中等後教育（ref  中学・高校・専門学校） -0.155 0.109
経営者・自営（ref  無職） -0.255 0.198
会社員・公務員（ref 無職） -0.087 0.132
パート・アルバイト・その他（ref  無職） -0.026 0.150
保守（ref  中間） -0.127 0.107
革新（ref  中間） 0.469 0.143 **
未成年子なし（ref  未婚） -0.024 0.150
未成年子あり（ref  未婚） 0.029 0.139
世帯収入の対数値 0.020 0.036
調整済みR 2 0.073
N 520
  **p  < .01 *p  < .05 +p  < .10
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 2.2 有機野菜の消費 
つぎに有機野菜の消費についての多変量解析を行う。知見を比較する先行研究は、日本
版総合調査（JGSS-2002）を用いた山本理子（2007）である。JGSS-2002は、2002年 10-11
月に全国 20-89歳の男女を対象に、層化二段無作為抽出法で実施された。山本は、「無農薬
や有機栽培の野菜を買う」という質問について「よくする」と回答するか否かの 2値変数
を従属変数としたロジスティック回帰分析を男女別に行い、有機野菜の消費の規定要因を
明らかにしている。 
先行研究において、男女とも 5％水準で有意に消費を促すのは、高齢であることと家電
購入時の環境配慮行動を行っていることである。男性に限定すると、配偶者がいること、
近畿・中国・四国在住（中部在住との比較）であること、革新的な政治意識であることが
消費を促す。女性に限定すると、大学卒（中学卒との比較）、下層ホワイト・農林漁業従事
者（無業との比較）、夕食の用意頻度が多いこと、市民運動・消費者グループに所属してい
ることが消費を促す。予備調査において、先行研究の知見との類似性を検討する項目は、
同じ「無農薬や有機栽培の野菜を買う」（選択肢は「よくする」から「全くしない」の 4
件法）である。予備調査と JGSS-2002は、対象地域が異なり、独立変数も完全に等しくは
ない。それでも、多変量解析から導かれた知見が理論的に矛盾ないかは確認可能だと考え
る。 
表 3は、「無農薬や有機栽培の野菜を買う」を従属変数とした重回帰分析の結果である。
山本（2007）は、男女別に「よくする」と回答するか否かを従属変数としていた。一方 JGSS
と比べ回答者数の少ない私たちの予備調査では、男女わけずに分析した。また「よくする」
という 1つのカテゴリの回答者数も少ないので、従属変数も連続変量とし「よくする」ほ
ど高得点になるようにし、重回帰分析を行なった。 
 はじめに先行研究で男女ともに有意な影響を及ぼす独立変数であった年齢と環境配慮行
動に注目する。表 3でも高齢ほど、経済成長よりも環境保護を重視するほど、有機野菜を
消費していることが分かる。この 2変数については、先行研究と整合的である。 
 つぎに先行研究で男性に限定的だった家族形態、政治意識についてみる。表 3では家族
形態と政治意識が有意ではないことがわかる。先行研究では男性では革新的であるほど、
または配偶者がいるほど消費する（つまり未婚ほど消費しない）。私たちのモデルでは性別
と家族形態、性別と政治意識には有意な交互作用効果も確認されなかった（以下、交互作
用効果の詳細な結果は省略）。よって男性で家族形態や政治意識の関連性が主張できないと
いう点も先行研究と一致しない。 
つぎに先行研究で女性に限定的だった学歴、職業、夕食の用意の頻度、市民・消費者運
動への参加についてみてみよう。表 3からは高学歴ほど消費していることがわかるが、先
行研究ではこれは女性に限定的な関連であった。私たちのモデルでは性別と学歴には有意
な交互作用効果は確認されなかった。よって性別にかかわらず高学歴ほど消費するという
点は先行研究と一致しない。また、表 3では、職業は関連がなく、性別と職業には有意な
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 交互作用効果は確認されなかった。よって女性でも職業と消費には関連がないという点は
先行研究と一致しない。表 3では夕食の用意の頻度と市民・消費運動への参加が有意であ
る。先行研究ではこれらは女性に限定的な関連であった。私たちのモデルでは性別と夕食
用意の頻度、性別と運動参加には有意な交互作用効果は確認されなかった。よって性別に
かかわらず頻度が高いほど、または運動参加者ほど消費するという点は先行研究と一致し
ない。 
最後に、表 3では世帯収入は有意に消費と関連しているが、先行研究では男女とも有意
ではなかった。これは男女問わず先行研究と一致しない唯一の点である。 
 
表 3「無農薬や有機栽培の野菜を買う」を従属変数とした重回帰分析 
 
 
 
 
 
 
独立変数 B S.E.
(定数) -3.144 0.251 **
女性（ref  男性） 0.133 0.096
30代（ref  20代） 0.162 0.120
40代（ref  20代） 0.219 0.127 +
50代（ref  20代） 0.214 0.130 +
60代（ref  20代） 0.505 0.148 **
中等後教育（ref  中学・高校・専門学校） 0.207 0.083 *
経営者・自営（ref  無職） 0.125 0.151
会社員・公務員（ref 無職） 0.057 0.101
パート・アルバイト・その他（ref  無職） -0.041 0.114
保守（ref  中間） -0.060 0.082
革新（ref  中間） -0.120 0.110
未成年子なし（ref  未婚） 0.048 0.114
未成年子あり（ref  未婚） -0.014 0.107
世帯収入の対数値 0.058 0.028 *
夕食の用意の頻度 0.079 0.021 **
経済成長よりも環境保護を重視 0.119 0.043 **
市民・消費者運動への参加（ref  非参加） 0.758 0.136 **
調整済みR 2 0.148
N 520
  **p  < .01 *p  < .05 +p  < .10
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 ここまで、有機野菜の消費の規定要因として、先行研究と知見の類似性をみることがで
きる 9 つの独立変数（性別を除く）を検討した。多変量解析の結果、9 つ中 2 つで先行研
究と有意性検定の結果が一致し、6 つで男女どちらかが一致していた。世帯収入のみ、性
別にかかわらず規定要因になりえないという先行研究の知見とは一致しなかった。私たち
はこの比較結果をどのように評価すればよいだろうか。無作為抽出標本か WEB調査かのみ
ならず、操作変数が完全に一致しない、先行研究のデータは 13年も前のもの、など相違点
をあげれば枚挙にいとまがない。それでも、世帯収入を除いて何らかの一致性がみられた
こと、またその世帯収入含め回帰係数の正負が逆で有意になるような極端な矛盾はないこ
とから、有機野菜の消費について、予備調査の「精度」はある程度担保されていると考え
る。 
 
３ 予備調査の分析：産直、産消提携利用の規定要因  
 これまでいくつかの従属変数について、既存の無作為抽出標本の調査票調査と多変量解
析の結果を比較し、予備調査の「精度」を確認した。そして、回帰係数の正負の向きや有
意性検定の比較をとおし、予備調査の多変量解析から得られた知見が先行研究と大きく異
ならないことがわかった。私たちの予備調査でも、多変量解析を行えば、その結果は無作
為抽出標本の調査票調査の場合と類似していると前提を置いてもよさそうである。 
 以上の「精度」の確認を踏まえ、千葉エリアを対象とした調査票調査のおもな目的であ
る、産直、産消提携の利用実態の解明についての予備的分析を試みる。現時点でのリサー
チクエスチョンは、千葉エリアの産直、産消提携を利用し有機野菜を消費しているのはど
のような人びとかである。そして、この問いへの 1つの答え方が表 3の消費項目を従属変
数とした多変量解析であろう。しかし本研究ではさらに、千葉エリアというローカルな視
点を分析に加える。というのも、千葉エリアにおいて産直、産消提携のかたちをとった有
機野菜の生産のいくつかは、新東京（成田）国際空港建設をめぐる社会運動を歴史的ルー
ツとしている。そして産直や産消提携をとおして、生産者側だけでなく消費者側が、この
歴史的な社会運動とどのような関係にあるのか／ないのかを明らかにしたいと考えている。 
 現在の産直や産消提携の利用は、当時の社会運動とどのように関係していると考えられ
るだろうか。ここでは世代という概念に注目する。栗田宣義（1989、1993）は、「世代政治
的社会化」の視点から、人びとがなぜ社会運動に参加し抗議するのかを考察した。「世代政
治的社会化」は、運動の参加要因として「世代から世代へ」の価値伝達過程や「世代内」
の価値共有過程に注目する。産直、産消提携の利用も歴史的な社会運動にルーツをもつ有
機農業運動への参加と捉えなおすと、「世代政治的社会化」モデルで説明可能なのではない
だろうか。すなわち、60代・70代以上の世代では、当時の運動を目の当たりにした世代内
の経験が現在の利用（参加）を促しているかもしれない。一方、それより下の世代では、
運動を目の当たりにした世代からの価値伝達が利用（参加）を促しているかもしれない。 
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 表 4 産直、産消提携の認知と利用についての多項ロジット分析 
 
 
本研究は、歴史的な社会運動を経験していない世代も含めた、現在の幅広い年齢層の産
直、産消提携の利用実態を明らかにしたい。よって理論的に依拠する「世代政治的社会化」
モデルのなかでも、「世代から世代へ」の価値伝達過程と有機農業運動との関係に注目する。
そして、価値伝達のエージェントとしての家族を想定し、家族の影響に焦点をあてた仮説
を予備調査で検証する。「若年期に政治についての会話を家族と熱心にしていた人ほど、現
在、産直、産消提携を利用している」という仮説である。家族の影響は「中学校を卒業し
た頃、あなたはご家族と、政治についての会話をしていましたか」という質問項目に対し、
「熱心にしていた」「時々していた」を 1、「あまりしていなかった」「全くしていなかった」
を 0としたダミー変数で操作化した。 
B S.E. B S.E.
(定数) -1.720 0.780 * -1.936 0.887 *
女性（ref  男性） -0.635 0.307 * -0.299 0.332
30代（ref  20代） -0.152 0.392 0.049 0.406
40代（ref  20代） 1.300 0.384 ** 0.734 0.442 +
50代（ref  20代） 0.989 0.403 * 0.771 0.440 +
60代（ref  20代） 2.058 0.470 ** 1.901 0.517 **
中等後教育（ref  中学・高校・専門学校） 0.352 0.253 0.512 0.287 +
経営者・自営（ref  無職） -0.337 0.473 0.302 0.507
会社員・公務員（ref 無職） -0.374 0.317 -0.203 0.336
パート・アルバイト・その他（ref  無職） -0.552 0.347 -0.563 0.389
保守（ref  中間） 0.369 0.251 0.364 0.275
革新（ref  中間） 0.248 0.348 0.127 0.369
未成年子なし（ref  未婚） -0.273 0.355 -0.225 0.396
未成年子あり（ref  未婚） -0.116 0.330 0.382 0.366
世帯収入の対数値 0.096 0.086 0.155 0.100
夕食の用意の頻度 0.063 0.063 0.164 0.075 *
経済成長よりも環境保護を重視 -0.098 0.132 0.196 0.146
市民・消費者運動への参加（ref 非参加） 0.168 0.559 1.346 0.465 **
政治について家族との会話（ref していなかった） 0.100 0.335 1.361 0.305 **
n
McFadden R
2
N
  **p  < .01 *p  < .05 +p  < .10
独立変数
産直、産消提携を
知っているが
利用していない
（vs 知らない）
産直、産消提携を
利用している
（vs 知らない）
0.121
520
154 134
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 表 4は、産直、産消提携の認知と利用についての多項ロジット分析の結果である。独立
変数は、表 3と同じモデルに、「政治について家族との会話」をくわえた。従属変数は、産
直、産消提携を「知らない」「知っているが利用していない」「利用している」の 3値の離
散変数である。そして、「知らない」を参照カテゴリとし、他の 2値のどちらかをとるのが
どのような人びとかが明らかになるように分析した。 
 ここでは、産直、産消提携を「利用している」人と「知らない」人との差異から、利用
実態を記述する。表 4 より、「利用している」人は「知らない人」と比べ、高齢（とくに
60代）であり、夕食の用意を頻繁にしており、市民・消費者運動へ参加している人びとと
いえる。また 10％水準ではあるが、中等後教育の学歴資格を有する人もそうでない人より
利用している。そして、中学生の頃に政治についての会話を家族としていた人びとほど、
現在において産直、産消提携を利用している。本研究がもっとも注目するこの関連性は、
本人の政治意識（保守か革新か、環境保護意識）や市民・消費者運動への参加にかかわら
ず観察されるものである。さらに、結果の詳細は省略するが、本人の政治参加意識（「政治
のことはやりたい人にまかせておけばよい」）を統制した追加的な分析でも、この「政治に
ついて家族との会話」の係数は 1％水準で有意なままであった。 
 以上の予備調査の分析結果から、産直、産消提携の利用をとおした有機農業運動の参加
には、家族を価値伝達のエージェントとした「世代から世代へ」の価値伝達過程が背景に
ある可能性が示唆された。今後、千葉エリアにおける無作為抽出標本の調査票調査に向け
て（1）家族、とくに両親の社会経済的地位変数の統制、（2）家族とのどのような内容の会
話が産直、産消提携の利用にとって重要であったか、を明らかにするという課題が浮かび
あがる。これらは「世代政治的社会化」モデルの実証枠組を確立するための有意義な課題
といえるだろう。課題（1）は量的調査の計量分析で、課題（2）は質的調査からのフィー
ドバックをとおして、組織的にクリアにしていくことが今後期待される。 
 
４ おわりに 
 本章では、千葉県 6市を対象とした WEB調査が、予備調査としてどの程度の「精度」を
有するのかを、無作為抽出標本の調査票調査の多変量解析から得られた先行研究の知見と
の比較から確認した。その結果、先行研究の知見と理論的に大きく矛盾のない結果が示さ
れたことから、今回の予備調査の「精度」はある程度担保されていると考えた。そのうえ
で、千葉エリアにおける産直、産消提携の利用実態を明らかにする基礎分析を行った。多
くの変数を統制しても若年期の「政治について家族との会話」が 1％水準で有意に利用を
促す効果が示された（表 4）。よって、千葉エリアにおける産直、産消提携の利用実態を説
明する「世代政治的社会化」モデルの有効性が示唆されたと考える。 
 
【付記】本章の予備調査は、2016年度・千葉大学科研ステップアップ型事業「千葉におけ
る有機農業運動の形成と展開に関する社会学的研究」（研究代表者・米村千代）による支援
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 を受けて実施した。 
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 章末資料（使用した変数の基礎統計量） 
 
 
一般的にいって、原子力発電は危険だ n % 無農薬や有機栽培の野菜を買う n %
139 26.7 よくする 35 6.7
151 29.0 時々する 142 27.3
158 30.4 あまりしない 205 39.4
45 8.7 全くしない 138 26.5
27 5.2
※多変量解析ではそう思うほど高スコア（1～5点） ※多変量解析ではよくするほど高スコア（1～4点）
産直、産消提携について n % 性別 n %
232 44.6 260 50.0
154 29.6 260 50.0
85 16.3
35 6.7 学歴 n %
14 2.7 148 28.5
※多変量解析では「利用している」に統合。 372 71.5
年齢 n % 職業 n %
104 25.0 47 9.0
104 25.0 210 40.4
104 25.0 78 15.0
104 25.0 185 35.6
104 25.0 ※専業主婦（主夫）、学生を含む。
政治意識 n % 家族形態 n %
251 48.3 155 29.8
182 35.0 204 39.2
87 16.7 161 31.0
※既婚・離別・死別の場合
26 5.0 市民運動・消費者運動への参加 n %
111 21.3 42 8.1
278 53.5 非参加 478 91.9
78 15.0
27 5.2
政治について家族との会話 n %
夕食の用意の頻度 n % 415 79.8
ほとんど毎日 262 50.4 していた 105 20.2
週に数回 67 12.9
週に1回程度 52 10.0 世帯収入の対数値
月に1回程度 29 5.6 6.024
年に数回 39 7.5 標準偏差 1.352
年に1回程度 16 3.1
全くなし 55 10.6
※多変量解析では頻度が多いほど高スコア（1～7点）
そう思う
どちらかといえばそう思う
どちらともいえない
どちらかといえばそう思わない
女性
男性
中学・高校・専門学校
そう思わない
知らない
知っているが利用していない
50代
60代
中等後教育
無職※
たまに利用することがある※
ときどき利用している※
よく利用している※
経営者・自営
会社員・公務員
パート・アルバイト・その他
20代
30代
40代
これからは、経済成長よりも環境保
護を重視した政治を行うべきだ
保守
中間
革新
未婚
未成年子なし※
未成年子あり※
そう思う
どちらかといえばそう思う
どちらともいえない
どちらかといえばそう思わない
そう思わない
すべての変数でN  = 520 (100.0%)
平均値
n %
参加
していなかった
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